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第１ 民間委託等の取組に関する実績及び実施計画の取りまとめ

１ 趣旨

青森県では、民間委託が適当な業務について、行政責任の確保等に留意しながら

民間委託等を積極的に進めるなど、民間の活力を活用しつつ、県民サービスの向上

や行政運営の一層の効率化を図ることとし、この取組を全庁的により一層進めてい

、 。くため 平成１４年１１月に｢民間委託等の推進に関する基本指針｣を策定しました

この｢民間委託等の推進に関する基本指針｣に基づき、平成１６年度から平成２０

年度までの５年間における「民間委託等の取組に関する実施計画」を平成１６年度

に策定し、実施可能なものから、順次、民間委託等に取り組むこととしています。

、 、 、 、 、また 毎年度 事務事業の総点検を行い 必要に応じ 実施計画の見直しを行い

継続的に民間委託等に取り組むこととしているところです。

今般、この民間委託等の取組について、平成１７年度の取組実績の取りまとめを

行ったほか、国の「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針 （平」

成１７年３月２９日付け総務事務次官通知）を踏まえ、新たに平成２１年度分の取

組を加え、平成１８年度から平成２１年度までの実施計画の取りまとめを行ったも

のです。

２ 民間委託等の取組実績

「民間委託等の取組に関する実施計画（平成１７年度～平成２０年度計画 」に基）

づき、各部局等が平成１７年度に民間委託等を実施（拡充、見直し）した取組の実

績です。

今後、各部局等においては、民間委託等の効果について点検し、必要に応じて委

託内容等について見直しを行うこととしています。

３ 民間委託等の取組に関する実施計画

「民間委託等の取組に関する実施計画（平成１７年度～平成２０年度計画 」につ）

いて、各部局等において、平成１７年度における民間委託等の取組実績を踏まえつ

つ、事務事業の総点検を行い、平成１８年度から平成２０年度までの実施計画につ

いて点検し、必要な見直しを行うとともに、平成２１年度分の取組を加えたもので

す。

、 。今後､この実施計画に基づき 着実に民間委託等を実施していくこととしています

なお、平成１７年度に民間委託等を実施し、平成１８年度以後に拡充、見直しの

予定がないものについては、掲載をしていません。
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４ 各部局等における取組状況

平成１７年度は、本県における行財政の大改革の２年度目として、平成１６年度

、 、における一定の成果を評価しながらも 依然として厳しい本県の財政状況を踏まえ

青森県行政改革大綱及び青森県行政改革実施計画に基づく取組事項についてより一

層の徹底・加速をし、後年度に実施することとしている取組事項についても早目早

目に取組を進めるなど、行財政の大改革を強力に推進したところです。

この中で、民間委託等の取組については 「民間委託等の推進に関する基本指針」、

（平成１４年１１月）に基づき、事務事業の総点検を行うとともに 「民間委託等の、

取組に関する実施計画」の見直しを行い、積極的に取り組みました。

Ⅰ 総務部、各種委員会等

○ 総務部

総務部では 「民間委託等の推進に関する基本指針 （平成１４年１１月）に基づ、 」

き、各課において、平成１７年度に実施した民間委託等の実績を取りまとめるとと

もに、平成１７年度の予算を伴うすべての事務事業について、既存の民間委託等の

計画を含め、見直しの検討を行いました。

その結果、平成１７年度は新規１件及び拡充１件の民間委託を実施し、7,276千円

の行政コストの削減が図られました。

また、平成１８年度から平成２１年度までの４年間において、指定管理者制度の

導入を含め新規２件及び見直し１件の民間委託を実施することとしています。

・平成１７年 ４月～ 各課において事務事業の見直し・検討

・平成１８年 １月～ 実施計画の見直しの検討

・平成１８年 ２月～ 各課の実績の取りまとめ及び実施計画の決定

○ 各種委員会等

「民間委託等の推進に関する基本指針」(平成１４年１１月)各種委員会等では、

それぞれ所管する事務事業について見直しの検討を行いましたが、現時点でに基づき、

民間委託等を実施することが適当と判断される事務事業はなかったところは新たに

です。

平成１８年度以降においても、随時、事務事業の見直しを行い、民間委託等が可

能と判断されるものについてはその具体化に向けて積極的に取り組むこととしてい

ます。
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Ⅱ 企画政策部

企画政策部では 「民間委託等の推進に関する基本指針」(平成１４年１１月)に基、

づき、各課において、平成１７年度の予算を伴うすべての事務事業について見直し作

業を行い、今後の民間委託等の計画を取りまとめました。

その結果、平成１８年度は、これまでに民間委託を実施した業務について民間委

託を継続することとしたほか、平成１９年度を目途とした２件の民間委託の実施に

ついて詳細な検討を行うこととしています。

（・平成１５年１２月 企画政策部民間委託等推進会議の設置）

・平成１７年 ４月～ 各課室において事務事業の見直し・検討

・平成１７年１１月～ 平成１８年度における方針を決定

・平成１８年 １月～ 実施計画の検討

・平成１８年 ３月 実施計画の決定

Ⅲ 環境生活部

環境生活部では 「民間委託等の推進に関する基本指針 （平成１４年１１月）に基、 」

づき、各課において平成１７年度に民間委託等を実施した業務について実績の取りま

とめ及び課題等の検証を行うとともに、平成１７年度の予算を伴うすべての事務事業

について見直し作業を行いました。

その結果、平成１７年度は新規１件の民間委託を実施し、1,205千円の行政コスト

の削減が図られました。

また、平成１８年度から平成２１年度までに、指定管理者制度の導入を含め新規

３件及び見直し１件の民間委託を実施するほか、平成２０年度を目途とした１件の

民間委託の実施について検討を行うこととしています。

（・平成１５年 ４月 環境生活部民間委託等推進会議設置）

・平成１７年 ５月 第１回民間委託等推進会議開催（年間スケジュール、ワーキンググルー

プメンバーの確認）

・平成１７年 ５月～ 各課及びワーキンググループによる事務事業の点検・見直し検討

・平成１７年１０月 第２回民間委託等推進会議開催（点検結果等の報告・承認）

・平成１８年 ２月 第３回民間委託等推進会議開催（平成１７年度取組実績の報告・承認、

実施計画の決定）

Ⅳ 健康福祉部

健康福祉部では 「民間委託等の推進に関する基本指針 （平成１４年１１月）に基、 」
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づき、各課において、平成１７年度に民間委託等を実施した業務について、実績の取

りまとめ及び課題等の検証を行うとともに、平成１７年度の予算を伴うすべての事務

事業について見直し作業を行い、今後の民間委託等の計画を取りまとめました。

その結果、平成１７年度は新規２件及び見直し１件の民間委託を実施し、9,300千

円の行政コストの削減が図られたほか、民営化等を２件実施し、51,930千円の行政

コストの削減が図られました。

また、平成１８年度から平成２１年度までに、指定管理者制度の導入を含め８件

の民間委託を実施（見直し、検討）するほか、３件の民営化等を実施することとし

ています。

（・平成１５年 ８月 健康福祉部民間委託等推進会議の設置）

・平成１７年 ８月～ 各課において事務事業の見直し・検討

・平成１７年 ９月～ 事務事業の見直し・検討結果の取りまとめ

・平成１８年 １月～ 関係課において平成１７年度民間委託実施業務の進行状況を点検

・平成１８年 ２月 実施計画の検討・決定

Ⅴ 商工労働部

商工労働部では 「民間委託等の推進に関する基本指針 （平成１４年１１月）に基、 」

づき、各課において、平成１７年度に民間委託等を実施した業務について、実績の取

りまとめ及び課題等の検証を行うとともに、平成１７年度の予算を伴うすべての事務

事業について点検を行い、民間委託の実施可能性の検討を行いました。

その結果、平成１７年度に民間委託を行うこととしていた２件について、予定ど

おり民間委託を実施しました。

また、平成１８年度から、指定管理者制度の導入を含め２件の民間委託を実施す

ることとしています。

（・平成１５年 ９月 商工労働部民間委託等推進会議の設置）

・平成１７年 ４月～ 実施計画に掲載されている業務について民間委託の実施の検討

・平成１７年 ５月～ 各課等において事務事業の見直し・検討

・平成１８年 ２月 実施計画の検討・決定

Ⅵ 文化観光部

文化観光部では 「民間委託等の推進に関する基本指針 （平成１４年１１月）に基、 」

づき、平成１７年度の予算を伴うすべての事務事業について見直し作業を行い、今後

の民間委託等の計画を取りまとめました。

その結果、平成１７年度は１件の民営化を実施し、28,523千円の行政コストの削
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減が図られました。

また、平成１８年度に新規４件の民間委託を実施することとしています。

（・平成１６年 ２月 文化観光部民間委託等推進会議の設置）

・平成１７年 ４月～ 各課において事務事業の見直し・検討

・平成１８年 １月 文化観光部民間委託等推進会議（実施計画の検討・決定）

※ なお、平成１８年４月１日の組織改正により文化観光部は廃止され、観光推進課及び県立美

術館開館準備局は商工労働部に、国際課は環境生活部に移管され、また、文化振興課は廃止の

上、環境生活部に業務が移管されました。

Ⅶ 農林水産部

農林水産部では 「民間委託等の推進に関する基本指針 （平成１４年１１月）に基、 」

づき、各課において、平成１７年度に民間委託等を実施した業務について実績の取り

まとめ及び課題等の検証を行うとともに、平成１７年度の予算を伴うすべての事務事

業について見直し作業を行いました。

その結果、平成１７年度は新規１件の民間委託を実施し、5,544千円の行政コスト

の削減が図られました。

また、平成１８年度から平成２１年度までに、指定管理者制度の導入を含め新規

２件及び見直し１件の民間委託を実施するほか、平成２０年度を目途とした１件の

民間委託の実施について検討を行うこととしています。

・平成１７年 ８月～ 各課において事務事業の見直し・検討

・平成１８年 １月 各課の実績取りまとめ及び実施計画の見直し

・平成１８年 ３月 実施計画決定

Ⅷ 県土整備部

県土整備部では 「民間委託等の推進に関する基本指針 （平成１４年１１月）に基、 」

づき、各課において、平成１７年度の予算を伴うすべての事務事業について見直し作

業を行い、今後の民間委託等の計画を取りまとめました。

その結果、平成１８年度から平成２１年度までの４年間において、指定管理者制

度の導入を含め１４件の民間委託を実施するほか、１件の民営化等を実施すること

としています。

（・平成１５年７月 県土整備部民間委託等推進会議及び幹事会（ワーキンググループ）を設置）

・平成１７年４月 県土整備部民間委託等推進会議幹事会を開催

・平成１７年５月～ 各課において事務事業の見直し・検討
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・平成１８年１月 平成１８年度実施計画（素案）を検討

・平成１８年３月 実施計画の決定

Ⅸ 出納局

、「 」（ ） 、出納局では 民間委託等の推進に関する基本指針 平成１４年１１月 に基づき

平成１７年度の予算を伴うすべての事務事業について点検、検討しました。

その結果、局内に設置した「民間委託等推進会議」において、２件について民間委

託の検討を継続して行うこととし、局内に設置した「民間委託等検討部会」において

具体的に検討を進めることとしています。

（・平成１５年６月 「民間委託等推進会議」及び「民間委託等検討部会」を設置）

・平成１７年４月～ 「民間委託等検討部会」において２件の検討項目の検討

・平成１７年８月～ 各課グループにおいて事務事業の見直し・検討

・平成１８年３月 実施計画決定

Ⅹ 公営企業局

公営企業局では 「民間委託等の推進に関する基本方針 （平成１４年１１月）に、 」

基づき、平成１７年度に民間委託等を実施した業務について、実績の取りまとめ及

び課題等の検証を行うとともに、所管業務の見直しの検討を行いました。

その結果、平成１７年度は新規１件の民間委託を実施し、3,879千円の行政コスト

の削減が図られました。

また、平成１８年度は、既に実施している民間委託の継続を進めるほか、県営浅

虫水族館の管理運営について指定管理者制度を導入することとしています。

・平成１７年 ４月～ 事務事業の見直し・検討

・平成１８年 ２月 実施計画の決定

※ なお、平成１８年４月１日の組織改正により公営企業局は廃止され、総務課及び工務課は廃

止の上、県営浅虫水族館の業務は商工労働部に移管し、その他の業務は県土整備部において実

施することとしました。

教育庁ⅩⅠ

、「 」（ ） 、教育庁では 民間委託等の推進に関する基本指針 平成１４年１１月 に基づき

各課において、平成１７年度に民間委託等を実施した業務について、実績の取りまと
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め及び課題等の検証を行うとともに、平成１７年度の予算を伴うすべての事務事業に

ついて見直し作業を行い、今後の民間委託等の計画を取りまとめました。

その結果、平成１７年度は新規２件及び見直し５件の民間委託を実施し、24,856

千円の行政コストの削減が図られました。

また、平成１８年度から平成２１年度までに、指定管理者制度の導入を含め新規

(拡充)３件及び見直し４件の民間委託を実施するほか、１件の民間委託の実施につ

いて検討を行うこととしています。

・平成１７年 ５月 各課等に対し、民間委託等の取組に関する実施計画の策定について説明

・平成１７年 ８月 各課等において事務事業の見直し・検討

・平成１７年 ９月 各課等における検討結果の整理

・平成１８年 １月 平成１７年度民間委託実施業務の進行状況を点検

・平成１８年 ３月 民間委託等推進会議（実施計画の決定）

警察本部ⅩⅡ

警察本部では 「民間委託等の推進に関する基本指針 （平成１４年１１月）に基、 」

づき、各課において、平成１７年度に民間委託等を実施した業務について、実績の

取りまとめ及び課題等の検証を行うとともに、平成１７年度の予算を伴うすべての

、 。事務事業について見直し作業を行い 今後の民間委託等の計画を取りまとめました

その結果、平成１７年度は、既に行っている民間委託について２件の見直しを行

うことにより、5,169千円の行政コストの削減が図られました。

また、平成１８年度から新たに１件の民間委託を実施するほか、平成２０年度を

目途とした１件の民間委託の実施について検討することとしています。

・平成１７年 ５月 各課において事務事業の見直し・検討

・平成１７年１２月 関係課において平成１７年度民間委託実施業務の進行状況を点検

・平成１８年 １月 実施計画の検討

・平成１８年 ３月 実施計画の決定



（１）民間委託の取組に関する実績

業務量（人工） 経費等（千円）

新規 (19) 18 △ 44.25 △ 126,701 △ 780,604

拡充 (7) 7 △ 10.14 △ 26,029 △ 103,879

計 (26) 25 △ 54.39 △ 152,730 △ 884,483

(5) 7 △ 51,808 △ 310,848

(31) 32 △ 54.39 △ 204,538 △ 1,195,331

新規 (9) 10 △ 12.06 △ 30,104 △ 153,412

拡充 (1) 1 △ 0.60 △ 5,577 △ 27,885

計 (10) 11 △ 12.66 △ 35,681 △ 181,297

(9) 8 △ 21,621 △ 97,861

(19) 19 △ 12.66 △ 57,302 △ 279,158

新規 (28) 28 △ 56.31 △ 156,805 △ 934,016

拡充 (8) 8 △ 10.74 △ 31,606 △ 131,764

計 (36) 36 △ 67.05 △ 188,411 △ 1,065,780

(14) 15 △ 73,429 △ 408,709

(50) 51 △ 67.05 △ 261,840 △ 1,474,489

　　注１　「実施件数」の（　　）は、実施年度当初における計画件数である。
　　注２　「人工」とは、業務量を捉える単位で、県職員１人当たりの年間業務量（2,080時間）を「1.0人工」相
　　　　当と算定している。（以下、本実施計画において同じ。）
　　注３　「平成21年度までの累積の経費等削減」は、実施年度からの累積見込額であり、実施段階において
　　　　変動する場合がある。

（２）民営化等の取組に関する実績

業務量（人工） 経費等（千円）

(1) 1 △ 0.65 △ 450 △ 2,700

(1) 1 △ 0.65 △ 450 △ 2,700

(3) 3 △ 26.54 △ 80,453 △ 402,265

(3) 3 △ 26.54 △ 80,453 △ 402,265

(4) 4 △ 27.19 △ 80,903 △ 404,965

(4) 4 △ 27.19 △ 80,903 △ 404,965

　　注１　「実施件数」の（　　）は、実施年度当初における計画件数である。
　　注２　「平成21年度までの累積の経費等削減」は、実施年度からの累積見込額であり、実施段階において
　　　　変動する場合がある。

平成21年度までの
累積の経費等削減
（千円）

合　　　　計

第２　民間委託等の取組に関する実績

　１　概要

行政コスト削減

行政コスト削減

平成21年度までの
累積の経費等削減
（千円）

民 営 化 等 の 実 施

合　　　　計

実施件数（件）

民 営 化 等 の 実 施

実施件数（件）区　　　分

計
民 営 化 等 の 実 施

合　　　　計

民 間 委 託 の 見 直 し

年度

計

民間委託の実施

民 間 委 託 の 見 直 し

合　　　　計

17

合　　　　計

16

区　　　分

合　　　　計

民間委託の実施

民 間 委 託 の 見 直 し

民間委託の実施

年度

16

17
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２　部局等別の状況

（１）民間委託の取組に関する実績
【平成１６年度】

業務量 経費等
（人工） （千円） （千円）

新 規
拡 充
計 0.00 0 0

1 △ 13,440 △ 80,640
1 0.00 △ 13,440 △ 80,640

新 規 1 △ 0.02 △ 147 △ 882
拡 充
計 1 △ 0.02 △ 147 △ 882

1 △ 0.02 △ 147 △ 882
新 規 3 △ 8.99 △ 52,373 △ 306,111
拡 充 1 △ 2.34 △ 10,459 △ 10,459
計 4 △ 11.33 △ 62,832 △ 316,570

4 △ 11.33 △ 62,832 △ 316,570
新 規 6 △ 12.61 △ 23,230 △ 131,240
拡 充 1 △ 0.31 △ 595 △ 3,570
計 7 △ 12.92 △ 23,825 △ 134,810

7 △ 12.92 △ 23,825 △ 134,810
新 規
拡 充
計 0.00 0 0

0.00 0 0
新 規
拡 充
計 0.00 0 0

0 0
新 規 3 △ 10.00 △ 10,814 △ 64,884
拡 充 3 △ 0.19 △ 6,645 △ 39,870
計 6 △ 10.19 △ 17,459 △ 104,754

6 △ 10.19 △ 17,459 △ 104,754
新 規 1 △ 5.60 1,502 △ 27,653
拡 充
計 1 △ 5.60 1,502 △ 27,653

1 △ 5.60 1,502 △ 27,653
新 規 1 △ 0.03 △ 1,203 △ 7,218
拡 充 2 △ 7.30 △ 8,330 △ 49,980
計 3 △ 7.33 △ 9,533 △ 57,198

3 △ 7.33 △ 9,533 △ 57,198
新 規
拡 充
計 0.00 0 0

0 0
新 規
拡 充
計 0.00 0 0

0.00 0 0
新 規 3 △ 7.00 △ 40,436 △ 242,616
拡 充
計 3 △ 7.00 △ 40,436 △ 242,616

5 △ 21,186 △ 127,116
8 △ 7.00 △ 61,622 △ 369,732

新 規
拡 充
計 0.00 0 0

1 △ 17,182 △ 103,092
1 0.00 △ 17,182 △ 103,092

新 規 18 △ 44.25 △ 126,701 △ 780,604
拡 充 7 △ 10.14 △ 26,029 △ 103,879
計 25 △ 54.39 △ 152,730 △ 884,483

7 △ 51,808 △ 310,848
32 △ 54.39 △ 204,538 △ 1,195,331

平成16年度～平
成21年度の累積
の経費等削減

合 計
実 施

見 直 し
計

警 察 本 部
実 施

見 直 し
計

教 育 庁
実 施

見 直 し
計

公 営 企 業 局
実 施

見 直 し
計

出 納 局
実 施

見 直 し
計

特 別 対 策 局
実 施

見 直 し
計

県 土 整 備 部
実 施

見 直 し
計

農 林 水 産 部
実 施

見 直 し
計

文 化 観 光 部
実 施

見 直 し
計

商 工 労 働 部
実 施

見 直 し
計

健 康 福 祉 部
実 施

見 直 し
計

環 境 生 活 部
実 施

見 直 し
計

企 画 政 策 部
実 施

見 直 し
計

総 務 部
実 施

見 直 し
計

部 局 区 分
平成16年度
実施等件数
（件）

平 成 16 年 度 に お け る
行 政 コ ス ト 削 減
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【平成１７年度】

業務量 経費等
（人工） （千円） （千円）

新 規 1 △ 0.17 △ 1,699 △ 11,387
拡 充 1 △ 0.60 △ 5,577 △ 27,885
計 2 △ 0.77 △ 7,276 △ 39,272

2 △ 0.77 △ 7,276 △ 39,272
新 規
拡 充
計 0.00 0 0

0.00 0 0
新 規 1 △ 0.10 △ 1,205 △ 6,025
拡 充
計 1 △ 0.10 △ 1,205 △ 6,025

1 △ 0.10 △ 1,205 △ 6,025
新 規 2 △ 4.70 △ 6,739 △ 33,695
拡 充
計 2 △ 4.70 △ 6,739 △ 33,695

1 △ 2,561 △ 2,561
3 △ 4.70 △ 9,300 △ 36,256

新 規 2 △ 0.09 △ 73 △ 365
拡 充
計 2 △ 0.09 △ 73 △ 365

2 △ 0.09 △ 73 △ 365
新 規
拡 充
計 0.00 0 0

0 0
新 規 1 △ 4.00 △ 5,544 △ 27,720
拡 充
計 1 △ 4.00 △ 5,544 △ 27,720

1 △ 4.00 △ 5,544 △ 27,720
新 規
拡 充
計 0.00 0 0

0.00 0 0
新 規
拡 充
計 0.00 0 0

0 0
新 規 1 △ 1.00 △ 3,879 △ 19,395
拡 充
計 1 △ 1.00 △ 3,879 △ 19,395

1 △ 1.00 △ 3,879 △ 19,395
新 規 2 △ 2.00 △ 10,965 △ 54,825
拡 充
計 2 △ 2.00 △ 10,965 △ 54,825

5 △ 13,891 △ 69,455
7 △ 2.00 △ 24,856 △ 124,280

新 規
拡 充
計 0.00 0 0

2 △ 5,169 △ 25,845
2 0.00 △ 5,169 △ 25,845

新 規 10 △ 12.06 △ 30,104 △ 153,412
拡 充 1 △ 0.60 △ 5,577 △ 27,885
計 11 △ 12.66 △ 35,681 △ 181,297

8 △ 21,621 △ 97,861
19 △ 12.66 △ 57,302 △ 279,158

部 局 区 分
平成17年度
実施等件数
（件）

平 成 17 年 度 に お け る
行 政 コ ス ト 削 減

総 務 部
実 施

見 直 し
計

企 画 政 策 部
実 施

見 直 し
計

環 境 生 活 部
実 施

見 直 し
計

健 康 福 祉 部
実 施

見 直 し
計

商 工 労 働 部
実 施

見 直 し
計

文 化 観 光 部
実 施

見 直 し
計

農 林 水 産 部
実 施

見 直 し
計

県 土 整 備 部
実 施

見 直 し
計

出 納 局
実 施

見 直 し
計

実 施

見 直 し
計

公 営 企 業 局
実 施

見 直 し
計

平成17年度～平
成21年度の累積
の経費等削減

合 計
実 施

見 直 し
計

警 察 本 部
実 施

見 直 し
計

教 育 庁
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（２）民営化等の取組に関する実績

【平成１６年度】

業務量 経費等
（人工） （千円） （千円）

総 務 部

企 画 政 策 部

環 境 生 活 部

健 康 福 祉 部 1 △ 0.65 △ 450 △ 2,700

商 工 労 働 部

文 化 観 光 部

農 林 水 産 部

県 土 整 備 部

特 別 対 策 局

出 納 局

公 営 企 業 局

教 育 庁

警 察 本 部

合 計 1 △ 0.65 450 △ 2,700

【平成１７年度】

業務量 経費等

（人工） （千円） （千円）

総 務 部

企 画 政 策 部

環 境 生 活 部

健 康 福 祉 部 2 △ 25.54 △ 51,930 △ 259,650

商 工 労 働 部

文 化 観 光 部 1 △ 1.00 △ 28,523 △ 142,615

農 林 水 産 部

県 土 整 備 部

出 納 局

公 営 企 業 局

教 育 庁

警 察 本 部

合 計 3 △ 26.54 △ 80,453 △ 402,265

部 局
平成16年度
実施件数
（件）

平 成 16 年 度 に お け る
行 政 コ ス ト 削 減

平成16年度～平
成21年度の累積
の経費等削減

部 局
平成17年度
実施件数
（件）

平 成 17 年 度 に お け る
行 政 コ ス ト 削 減

平成17年度～平
成21年度の累積
の経費等削減
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（１）新規（拡充）の民間委託の取組に関する実績

【平成１６年度】 （単位：業務量は人工、委託料及び経費等は千円）

企 － 1

3 － ⑥

環 － 1

3 － ④

環 － 2

4 － ②

環 － 3

4 － ②

健 － 1

1 － ⑥

健 － 2

3 － ⑥

健 － 3

4 － ②

健 － 4

5 － ②

健 － 5

5 － ②

健 － 6

5 － ②

農 － 1

5 － ②

農 － 2

5 － ②

農 － 3

5 － ②

県 － 1

5 － ②
1,502青森綜合警備保障

株式会社
セコム株式会社

農林水産事務所庁舎警備業
務（３庁舎）

夜間、休日等における庁舎の警備

車両保管庫警備業務（３箇所）
建設機械、公用車等の車両保管庫
の夜間・休日等における管理・警備
業務

1,746

△ 5.60

1,219

△ 6.00

△ 2,216
セコム株式会社

△ 1,286

△ 7,312青森綜合警備保障
株式会社
セコム株式会社

農林総合研究センターりんご
試験場圃場巡回警備業務

夜間、休日等における圃場内の巡回
警備

1,827
△ 2.00

協業組合弘前合同
警備保障

農林総合研究センター藤坂稲
作研究部庁舎等警備業務

夜間、休日等における庁舎の警備
491

△ 2.00

△ 3,023
青森綜合警備保障

中南地方健康福祉こどもセン
ターこども相談部庁舎警備業
務

夜間、休日等における庁舎の警備

三戸地方健康福祉こどもセン
ターこども相談部庁舎警備業
務

夜間、休日等における庁舎の警備
171

△ 3.20

504
△ 3.20

△ 9,911
青森県社会福祉協
議会

△ 2,225

△ 2,697
セコム株式会社

上北地方健康福祉こどもセン
ター福祉部七戸庁舎警備業務

夜間、休日等における庁舎の警備
630

△ 3.20
青森綜合警備保障

介護実習・普及センター業務
県民を対象とした看護・介護講座、
福祉用具の展示・相談等

26,837
△ 1.91

△ 3,746
東洋社企業組合

保育士試験業務
保育士試験委員会の設置・開催、問
題の作成、採点、合否判定

県立あすなろ学園の洗濯業務 入所児童の衣類等の洗濯
3,990

△ 1.00

1,280
△ 0.10

△ 543
財団法人日本色彩
研究所

△ 1,985

△ 1,628
社団法人全国保育
士養成協議会

男女共同参画県民フォーラム
企画・運営業務

県民フォーラム（講演会及びワーク
ショップで構成）の企画・運営、報告
書の作成配布

1,433

△ 0.21青森県に男女共同参
画社会をつくる県民運
動推進協議会

環境色彩研修会開催業務
自治体職員を対象とした環境色彩の
研修会の開催

827
△ 0.08

△ 49,845特定非営利活動法
人青森県消費者協
会

青い森鉄道イベント運営業務
「鉄道の日」記念イベントにおける鉄
道保守作業車の操作用務等

青森県消費生活センター業務
電話や来所による消費生活苦情相
談受付・処理及び消費者啓発のため
の情報提供等の実施

79,047

△ 8.70

業 務 名 民 間 委 託 の 業 務 の 内 容 委託料及び委託先

△ 147
八戸臨海鉄道株式
会社

３　業務別実績

212
△ 0.02

平成16年度における
行政コスト削減

類型 業務量 経費等

№
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業 務 名 民 間 委 託 の 業 務 の 内 容 委託料及び委託先

平成16年度における
行政コスト削減

類型 業務量 経費等

№

特 － 1

7 － ①

教 － 1

3 － ⑥

教 － 2

3 － ⑥

教 － 3

3 － ⑥

18 件

環 － 4

1 － ②

健 － 7

4 － ②

農 － 4

6 － ①

農 － 5

6 － ①

農 － 6

6 － ①

特 － 2

3 － ②

特 － 3

3 － ④

7 件

25 件

※　「Ｎｏ．」欄の表記

　　総務部・・・「総」、企画政策部・・・「企」、環境生活部・・・「環」、健康福祉部・・・「健」、商工労働部・・・「商」、文化観光部・・・
「文」、農林水産部・・・「農」、県土整備部・・・「県」、特別対策局・・・「特」、出納局・・・「出」、公営企業局・・・「公」、教育庁・・・
「教」、警察本部・・・「警」

△ 26,029

合計 △ 54.39 △ 152,730

拡充計 △ 10.14

△ 3,940
エヌエス環境株式
会社

汚染拡散防止対策事業の各
業務

青森･岩手県境不法投棄現場におけ
る汚染防止対策及び廃棄物撤去に
よる原状回復工事の設計書の積算
及び施行管理

14,910

△ 1.80 △ 4,390
財団法人青森県建
設技術センター

県境不法投棄に係る環境モニ
タリング調査業務

県境に不法投棄された廃棄物による
周辺への生活環境への影響を把握
するための環境モニタリング調査

64,260
△ 5.50

△ 1,157
株式会社ウェザー
ニューズ

△ 688
気象情報活用システムのシス
テム運用保守業務

気象情報活用システムの回線保守、
データバックアップ等の保守

2,312
△ 0.05

株式会社ウェザー
ニューズ

青森県リアルタイムメッシュシス
テムのシステム運用保守業務

青森県リアルタイムメッシュシステム
の回線保守、データバックアップ等
の保守

5,677
△ 0.05

△ 0.09 △ 4,800
株式会社ビジネス
サービス

痴呆介護実務者研修業務
痴呆介護実務者研修（基礎課程）の
企画・運営 青森県社会福祉協

議会

農業情報サービスネットワーク
のシステム運用保守業務

青森県農業情報サービスネットワー
ク（アップルネット）の回線保守、ウイ
ルス対策、ＯＳセキュリティアップ
デート等の保守

5,164

1,495
△ 0.31

△ 126,701

資源投入・廃棄物実態調査
県内の物質循環を把握するための
資源投入データの収集整理及び廃
棄物実態調査

17,997
△ 2.34 △ 10,459財団法人日本環境

衛生センター

△ 595

新規計 △ 44.25

△ 13,500
保護者へのバスの
無償貸与

聾学校の給食調理業務（１校）
聾学校の給食の調理及び提供
（１校）

養護学校の通学バス運転業務
(３校）

養護学校の通学バスの運転
(３校）

△ 3.00

5,040

△ 1.00

△ 1,203
株式会社道映デザ
インスタジオ

△ 20,784

△ 6,152
株式会社ニッコクト
ラスト

県立学校の暖房ボイラー運転
業務（３校）

県立学校の暖房ボイラーの運転
（３校）

6,624

△ 3.00

株式会社北都ﾋﾞﾙｼ
ｽﾃﾑ
株式会社有馬動熱
工業所
東洋建物管理株式
会社

広報資料作成業務（県民の声
データベース）

各広報事業により寄せられた県民の
声（意見・提言）に対する県の対処方
針等について、新聞による周知を図
るための広報資料作成（紙面デザイ
ン等を含む。）及び広報実施

209

△ 0.03
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【平成１７年度】 （単位：業務量は人工、委託料及び経費等は千円）

総 － 2

7 － ①

環 － 5

7 － ①

健 － 11

3 － ④

健 － 12

5 － ②

商 － 1

1 － ⑥

商 － 2

1 － ⑥

農 － 7

5 － ②

公 － 1

3 － ⑤

教 － 9

3 － ⑥

教 － 10

3 － ⑥

10 件

総 － 3

2 － ②

1 件

11 件

夜間、休日等における庁舎及び試験
ほ場の巡回警備

職員定期健康診断業務
定期健康診断、法定特殊健康診断
の実施

八戸工業用水道機器運転監
視業務

平日昼間の監視制御盤等の監視・
操作、構内の巡視点検等

高圧ガス保安法による免状交
付業務

　高圧ガス製造保安責任者免状及
び高圧ガス販売主任者免状の交付

△ 35,681

△ 0.60 △ 5,577

養護学校の給食調理業務
（1校）

養護学校の給食の調理及び提供
（１校）

県立学校の暖房ボイラーの運転
（１校）

※　「Ｎｏ．」欄の表記

　　総務部・・・「総」、企画政策部・・・「企」、環境生活部・・・「環」、健康福祉部・・・「健」、商工労働部・・・「商」、文化観光部・・・
「文」、農林水産部・・・「農」、県土整備部・・・「県」、出納局・・・「出」、公営企業局・・・「公」、教育庁・・・「教」、警察本部・・・「警」

液化石油ガスの保安の確保及
び取引の適正化に関する法律
による免状交付業務

県立学校の暖房ボイラー運転
業務（１校）

合計 △ 12.66

拡充計

　液化石油ガス整備士免状の交付

農林総合研究センター（黒石）
庁舎及び農業大学校警備業
務

△ 5,577財団法人青森県総
合健診センター

28,570
△ 0.60

△ 30,104新規計 △ 12.06

△ 3,722
株式会社ニッコクト
ラスト

5,775
△ 1.00 △ 3,879

株式会社清掃セン
ター

5,168
△ 1.00

△ 5,544
青森綜合警備保障
株式会社

1,957
△ 1.00 △ 7,243

有限会社東北メン
テナンスサービス

819
△ 4.00

△ 47
高圧ガス保安協会

274
△ 0.02 △ 26

高圧ガス保安協会

739
△ 0.07

ボランティア活動等情報提供
業務

ボランティア活動団体やその活動状
況等に関する情報の収集及び情報
誌の発行

特定非営利活動法
人青森NPOサポー
トセンター

青森県立子ども自立センター
みらいの本館庁舎警備業務

夜間、休日等における庁舎の警備
686

2,244

青森県難病相談・支援セン
ター運営業務

各種相談、地域交流会及び就労支
援等

株式会社ビジネス
サービス

△ 1,205

△ 3.20 △ 2,166
セコム株式会社

3,287
△ 1.50 △ 4,573

青森県難病団体等
連絡協議会

平成17年度における
行政コスト削減

類型 業務量

△ 0.10

経費等

「雪はともだち」ホームページ
作成業務

雪への意識の高揚を図るための小
学校４年生及び５年生向けのホーム
ページの作成

1,566
△ 0.17 △ 1,699

№
業 務 名 民 間 委 託 の 業 務 の 内 容 委託料及び委託先
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（２）既に実施している民間委託の見直しに関する実績

【平成１６年度】 （単位：委託料及び経費等は千円）

総 － 1

5 － ②

教 － 4

2 － ①

教 － 5

5 － ②

教 － 6

5 － ②

教 － 7

5 － ②

教 － 8

6 － ①

警 － 1

5 － ②

7 件計 △ 51,808

庁舎管理業務（県本庁舎及び
警察本部庁舎の清掃業務）

　本庁舎及び警察本部庁舎の清掃
業務を、一括委託するとともに、清掃
員の配置等の仕様を見直しした。

（再掲　25,200）

△ 17,182
（再掲　東洋建物管
理株式会社）

青森県立図書館のコンピュー
タシステムのオペレーション業
務

　操作マニュアルの作成等により仕
様を見直しした。

8,200
△ 485

株式会青森共同計
算センター

青森県立図書館の設備保守
点検業務

　エレベータの保守点検及び電動書
架の点検内容の仕様を見直しした。

10,864

△ 3,162

株式会社ｴｲｴｽﾜｲ
株式会社コスモジャ
パン
日本ｴﾚﾍﾞｰﾀ工業
株式会社
金剛株式会社

青森県総合社会教育センター
庁舎管理業務（清掃業務）

　県立図書館との契約の一本化及び
清掃回数の仕様を見直しした。

3,523

△ 8,290
東洋建物管理株式
会社

青森県立図書館庁舎管理業
務
（清掃業務）

　県総合社会教育センターとの契約
の一本化及び清掃回数の仕様を見
直しした。

5,200

△ 9,240
東洋建物管理株式
会社

青森県近代文学館の常設展
示室展示資料替業務（キャプ
ション製作業務）

　キャプションサイズの見直しにより
仕様を変更した。

63
△ 9

アド工芸

庁舎管理業務（県本庁舎及び
警察本部庁舎の清掃業務）

　本庁舎及び警察本部庁舎の清掃
業務を一括委託するとともに、清掃
員の配置等の仕様を見直しした。

25,200

△ 13,440
東洋建物管理株式
会社

№ 業 務 名 見 直 し の 内 容 委託料及び委託先
平成16年度における
行政コスト削減
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【平成１７年度】 （単位：委託料及び経費等は千円）

健 － 13

3 － ⑥

教 － 11

5 － ②

教 － 12

5 － ②

教 － 13

5 － ②

教 － 14

5 － ②

教 － 15

5 － ②

警 － 2

5 － ②

警 － 3

5 － ②

8 件

№ 業 務 名 見 直 し の 内 容 委託料及び委託先
平成17年度における
行政コスト削減

青森県立はまなす学園の洗濯
業務

入所児童の衣類等の洗濯

3,957

△ 2,561ワタキューセイモア
株式会社八戸営業
所

青森県立図書館設備保守点
検業務（エレベーター等）

エレベーター、自動ドア、空調設備
の保守点検業務について県総合社
会教育センターとの契約の一本化及
び仕様書等の変更によるコスト削減

4,231

△ 725
株式会社コスモジャ
パン
寺岡ファシリティー
ズ株式会社
東テク株式会社

青森県総合社会教育センター
設備保守点検（エレベーター
等）

エレベーター、自動ドア、空調設備
の保守点検業務について県立図書
館との契約の一本化及び仕様書等
の変更によるコスト削減

1,719

△ 519
株式会社コスモジャ
パン
寺岡ファシリティー
ズ株式会社
東テク株式会社

青森県総合学校教育センター
庁舎管理業務（清掃業務等）

清掃業務、消防用設備等の保守点
検業務について仕様書の変更による
コスト削減

18,669

△ 6,821
有限会社東北ビル
綜合管理
有限会社日本防災
興業

青森県立図書館庁舎管理業
務（設備運転業務等）

設備運転業務、し尿浄化槽維持管
理業務、植栽管理業務、除排雪業務
について県総合社会教育センターと
の契約の一本化及び仕様書等の変
更によるコスト削減

19,069

△ 3,363

株式会社エイエス
ワイ
浄化槽エンジニアリ
ング株式会社
株式会社鹿内組
阿部工業株式会社

青森県総合社会教育センター
庁舎管理業務（設備運転業務
等）

設備運転業務、し尿浄化槽維持管
理業務、植栽管理業務、除排雪業務
について県立図書館との契約の一
本化及び仕様書等の変更によるコス
ト削減

22,500

△ 2,463

株式会社エイエス
ワイ
浄化槽エンジニアリ
ング株式会社
株式会社鹿内組
阿部工業株式会社

警察本部分庁舎及び八戸警
察署のエレベーター保守業務

エレベーター保守業務について一
体的な委託等

1,059

△ 2,922
株式会社コスモジャ
パン

計 △ 21,621

警察本部分庁舎及び警察署
（17署）の自動ドア保守業務

自動ドア保守業務について一体
的な委託等

2,752
△ 2,247

日本エレベータ工
業株式会社
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（３）民営化の実績

【平成１６年度】 （単位：業務量は人工、経費等は千円）

健 － 10

1 件

【平成１７年度】 （単位：業務量は人工、経費等は千円）

健 － 14

健 － 15

文 － 1

3 件

№ 事 業 名 民 営 化 等 の 事 業 の 内 容
民営化等による
実施主体

平成16年度における
行政コスト削減

業務量 経費等

№ 事 業 名 民 営 化 等 の 事 業 の 内 容
民営化等による
実施主体

△ 450

△ 450計 △ 0.65

青森県介護支援専門員実務
研修受講試験事業

青森県介護支援専門員実務研修受
講試験の実施

社会福祉法人青森
県社会福祉協議会

△ 0.65

△ 26.54

平成17年度における
行政コスト削減

業務量 経費等

△ 80,453

△ 640

△ 51,290△ 25.34

△ 28,523△ 1.00

養護老人ホームの運営

計

青森県立釜臥荘管理運営事
業

社会福祉法人桜木
会

全国高等学校ファッションデザ
イン選手権大会（ファッション甲
子園）開催事業

全国高等学校ファッションデザイン選
手権大会（ファッション甲子園）の実
施

ファッション甲子園
実行委員会

保育士試験実施事業 保育士試験の実施
社会福祉法人全国
保育士養成協議会

△ 0.20
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（４）実施しなかった計画等

【平成１６年度】

健 － 8

健 － 9

2 件

【平成１７年度】

農 － 8

警 － 4

2 件

（５）民間委託等以外の方法で実施する等としたもの

【平成１６年度】

企 - 2

1 件

【平成１７年度】

県 － 2

1 件

ほたて貝殻資源活用促進普及
啓発事業におけるフォーラム
開催業務

ほたて貝殻利活用フォーラムの開催
　ほたて貝殻資源活用普及開発事業の見直
しに伴い、フォーラム開催業務を廃止すること
とした。

行政資料センター受付業務
（検討）

　行政資料センターにおける閲覧・
貸出業務の受付及び収蔵資料の整
理業務を委託し、運営コストの低減
化を図る。

　委託経費に係る市場調査等の結果、よりコ
ストが安い非常勤職員による対応を検討する
こととした。

計

№ 事 業 名
検討していた民間委託の

業務等の内容
民間委託等以外の実施方法等の内容

実施しなかった理由等

　委託経費を積算した結果、コストが高くなる
ことから、委託経費の積算方法の見直しを行
うとともに、除雪業務の効率性の更なる向上を
図るため対象施設の拡大について検討し、
平成１８年度以降に実施することとした。

計

№ 事 業 名

警察本部分庁舎及び青森警
察署の除雪業務

除雪業務について一体的な委託等

計画していた民間委託の
業務等の内容

病原性原虫対策のための検査及び
水質調査並びに水道水質検査の信
頼性確保のための外部精度管理の
実施

　平成１６年度の水道水質基準の改正に伴
い、検査項目が変更、増加されたことから、委
託内容、費用対効果について再検討すること
とした。

飲用井戸等水質検査業務（新
規）

計

飲用井戸等に対する水質検査の実
施

　平成１６年度の水道水質基準の改正に伴
い、検査項目が変更、増加されたことから、委
託内容、費用対効果について再検討すること
とした。

水道水質管理業務（新規）

№ 事 業 名
計画していた民間委託の

業務等の内容
実施しなかった理由等

計

建設工事等積算業務
県発注工事等についての積算基準
書及び単価表に基づく工事価格等
の積算

№ 事 業 名
検討していた民間委託の

業務等の内容

　県内民間会社の積算能力調査等を実施し
た結果、設計積算精度が低く、現時点では民
間委託できないため、引き続き、公社への一
部委託を実施することとした。

民間委託等以外の実施方法等の内容
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　１　概要

業務量 経費等

18年度 19年度 20年度 21年度 （人工） （千円）

(7) (2) (9)
14 2 2 1 19
(2) (2)
2 2
(9) (2) (11)
16 2 2 1 21
(24) (3) (27)
22 4 26
(10) (2) (6) (18)

2 4 3 9
(1) (1)

(11) (2) (6) 0 (19)
2 4 3 9

(44) (5) (8) (57)
38 8 6 4 56

4 3 2 9 △ 125.47 △ 1,943,160

34 5 6 2 47 △ 29.87 △ 3,022,900

注１　「実施予定年度」については、検討の場合にあっては、「実施目標年度」である。
注２　上段（　　）は、平成１７年度当初における計画件数である。
注３　業務量及び経費等は、実施段階において変動する場合がある。

業務量 経費等

18年度 19年度 20年度 21年度 （人工） （千円）

(1) (3) (4)
3 1 4

(1) (3) (4)
3 1 4

注１　「実施予定年度」については、検討の場合にあっては、「実施目標年度」である。
注２　上段（　　）は、平成１７年度当初における計画件数である。
注３　業務量及び経費等は、実施段階において変動する場合がある。

第３　民間委託等の取組に関する実施計画（平成１８年度～平成２１年度）

　（１）民間委託の取組に関する実施計画

区 分

計　　　　　画　　　　　件　　　　　数　　　　（件）
平成18年度～平成21年度
の 行 政 コ ス ト 削 減

実　　施　　予　　定　　年　　度　　（平成）
計

△ 167.03 △ 1,721,348

民 営 化 等 の 検 討

区 分

計　　　　　画　　　　　件　　　　　数　　　　（件）
平成18年度～平成21年度
の 行 政 コ ス ト 削 減

実　　施　　予　　定　　年　　度　　（平成）
計

民 営 化 等 の 実 施

計

民 間 委 託 の 見 直 し

民間委託の実施

新 規

拡 充

計 △ 155.34

合 計

民間委託の検討

新 規

拡 充

計

う ち 新 規 業 務 分

△ 155.34 △ 4,966,060

△ 167.03 △ 1,721,348

差 引

　（２）民営化等の取組に関する実施計画

△ 2,552,085

△ 2,413,975

△ 153.65 △ 2,531,977

△ 1.69 △ 20,108
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20

２ 実施に当たっての配慮

（１）中長期的な見直しを含めた検討

各部局において、事務事業の総点検による見直し及び検討を行うに当たっては、
次に掲げる民間委託等の推進の基本的な視点に留意するとともに、規制緩和等の動
向なども考慮し、将来的な方向性等も視野に入れながら、中長期的な見通しも含め
た検討を行うものとします。

≪民間委託等の推進の基本的な視点≫

① 県と県民との役割の明確化の視点

事務事業を総点検することにより、県が果たすべき役割や県と民間との役割の明
確化を図ること。

② より適切な施策の実施方法の選択と最適な行政運営の視点

民間の活力を活用しつつ、県民サービスの向上や行政運営の一層の効率化を図る
こととし、事務事業の実施に当たっては、その実施主体の選択を含めて、より適切
な施策の実施方法が選択され、そのために最適な行政運営が行われるよう簡素で効
率的・効果的な行政システムの整備を図ること。

③ 総合的な行政の推進への環境整備の視点

市町村、県民、公社等、公益法人等を含む市民活動団体等や民間企業などとの適
切な役割分担のあり方の下に、これらと連携して施策を進めていくため、これらの
間における役割の調整や適切な規制、支援などの総合的な行政の推進への環境整備
の推進を図ること。

④ 県民参加型の行政運営の視点

行政サービスに対する県民ニーズの多様化等に対応するため、行政サービスを享
受する県民の視点からの行政運営の推進を図ること。

（２）実施に当たっての配慮

民間委託等を積極的に進めることにより、県の事業の民間への開放や民間事業者
の事業参入機会の拡大にもつながることから、新たな雇用の創出にも配慮しながら
取り組んでいくものとします。
また、民間委託の取組に係る計画や当該年度における民間委託の発注予定及び発

注（契約）状況等については、できる限り公表するよう努めるものとします。



３　部局等別の状況

（１）民間委託の取組に関する実施計画

業務量 経費等
18年度 19年度 20年度 21年度 （人工） （千円）

新 規 1 1 2 △ 99.00 △ 1,842,159
拡 充
計 1 1 2 △ 99.00 △ 1,842,159

1 1 △ 105,005
新 規 1 1
拡 充
計 1 1

2 1 1 4 △ 99.00 △ 1,947,164
新 規
拡 充
計 0.00 0

新 規 2 2
拡 充
計 2 2

2 2 0.00 0
新 規 2 1 3 △ 7.00 △ 149,200
拡 充
計 2 1 3 △ 7.00 △ 149,200

1 1
新 規 1 1
拡 充
計 1 1

3 2 5 △ 7.00 △ 149,200
新 規 2 1 3 △ 6.50 △ 145,640
拡 充
計 2 1 3 △ 6.50 △ 145,640

5 5 △ 327,788
新 規
拡 充
計

7 1 8 △ 6.50 △ 473,428
新 規 5 5 △ 33.71 △ 202,456
拡 充
計 5 5 △ 33.71 △ 202,456

2 2 △ 20,880
新 規
拡 充
計

7 7 △ 33.71 △ 223,336
新 規 1 1 2 △ 2.90 △ 53,504
拡 充
計 1 1 2 △ 2.90 △ 53,504

1 1 △ 36,044
新 規 1 1
拡 充
計 1 1

2 2 4 △ 2.90 △ 89,548

部 局

実 施

環境生活部

実 施

見 直 し

検 討

計

企画政策部

総 務 部

実 施

平成18年度～平成21年度
の 行 政 コ ス ト 削 減

計

計　　　　　画　　　　　件　　　　　数　　　　（件）
区 分

実　　施　　予 　定 　年 　度 　（平成）

健康福祉部

実 施

見 直 し

検 討

計

計

見 直 し

検 討

計

見 直 し

検 討

農林水産部

実 施

見 直 し

計

検 討

計

商工労働部

実 施

見 直 し

検 討
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業務量 経費等
18年度 19年度 20年度 21年度 （人工） （千円）

部 局

平成18年度～平成21年度
の 行 政 コ ス ト 削 減

計

計　　　　　画　　　　　件　　　　　数　　　　（件）
区 分

実　　施　　予 　定 　年 　度 　（平成）

新 規 1 1 △ 0.31 △ 69
拡 充 1 1 △ 1.59 △ 18,792
計 2 2 △ 1.90 △ 18,861

8 4 12 △ 1,409,886
新 規
拡 充
計

10 4 14 △ 1.90 △ 1,428,747
新 規
拡 充
計 0

新 規 2 2
拡 充
計 2 2

2 2 0
新 規 1 1 2 △ 3.00 △ 56,567
拡 充 1 1 △ 0.10 △ 1,316
計 2 1 3 △ 3.10 △ 57,883

4 4 △ 514,372
新 規 1 1
拡 充
計 1 1

6 2 8 △ 3.10 △ 572,255
新 規 1 1 △ 1.23 △ 82,382
拡 充
計 1 1 △ 1.23 △ 82,382

新 規 1 1
拡 充
計 1 1

1 1 2 △ 1.23 △ 82,382
新 規 14 2 2 1 19 △ 153.65 △ 2,531,977
拡 充 2 2 △ 1.69 △ 20,108
計 16 2 2 1 21 △ 155.34 △ 2,552,085

22 4 26 △ 2,413,975
新 規 2 4 3 9
拡 充
計 2 4 3 9

38 8 6 4 56 △ 155.34 △ 4,966,060

注３　業務量及び経費等は、実施段階において変動する場合がある。

見 直 し

検 討

計

県土整備部

実 施

見 直 し

検 討

計

警 察 本 部

実 施

見 直 し

教 育 庁

実 施

見 直 し

出 納 局

検 討

計

検 討

計

実 施

注２　「実施予定年度」については、検討の場合にあっては、「実施目標年度」である。
注１　平成18年４月１日の組織改正に伴い委託業務の所管部局等について見直ししている。

合 計

実 施

見 直 し

検 討

計
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（２）民営化等の取組に関する実施計画

業務量 経費等
18年度 19年度 20年度 21年度 （人工） （千円）

0

0

0
3 3 △ 165.03 △ 1,708,254

3 3 △ 165.03 △ 1,708,254

0

0
1 1 △ 2.00 △ 13,094

1 1 △ 2.00 △ 13,094

0

0

0
3 1 4 △ 167.03 △ 1,721,348

3 1 4 △ 167.03 △ 1,721,348

注３　業務量及び経費等は、実施段階において変動する場合がある。

計

農 林 水 産 部
実 施
検 討

教 育 庁
実 施
検 討

出 納 局

計
実 施

検 討
計

県 土 整 備 部

実 施
計

検 討

合 計

検 討警 察 本 部
実 施

検 討
計

計

実 施

環 境 生 活 部
実 施
検 討

健 康 福 祉 部
実 施

計

計

商 工 労 働 部 検 討
計

検 討

実 施

総 務 部 検 討
計

企 画 政 策 部
実 施

計

注１　平成18年４月１日の組織改正に伴い委託業務の所管部局等について見直ししている。
注２　「実施予定年度」については、検討の場合にあっては、「実施目標年度」である。

部 局 区 分
計　　　　　画　　　　　件　　　　　数　　　　（件）

平成18年度～平成21年度の
行 政 コ ス ト 削 減

実　　施　　予　　定　　年　　度　　（平成）
計

実 施

検 討
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（１）新規（拡充）の民間委託の実施

18 19 20 21

総 － 4

1 － ①

総 － 5

7 － ②

環 － 6

5 － ①

環 － 7

5 － ①

環 － 8

5 － ①

健 － 16

3 － ④

健 － 17

4 － ②

健 － 18

4 － ②

商 － 3

1 － ①

商 － 4

1 － ⑤

商 － 5

1 － ⑥

商 － 6

3 － ⑥

商 － 7

4 － ①

農 － 9

3 － ⑥

農 － 10

3 － ⑥

県 － 3

1 － ②

母子家庭等のための就労等支
援業務

就業相談や専門相談の実施、就業支
援講習、就業情報の提供

○ △ 2.00 △ 35,796

△ 0.53 △ 4,365
青森県立美術館美術情報
データ入力業務【新規業務】

美術情報データベース構築のための
データ入力

○

△ 0.31 △ 69
建設業経営事項審査補助業
務

経営事項審査の受付・形式的審査等
の補助

○

○ △ 2.90 △ 47,504
農林総合研究センター砂丘地
研究施設等維持管理業務

砂丘地の研究施設及び試験ほ場の維
持管理

- △ 6,000
農林総合研究センター林業試
験場実験林等管理業務

場内の実験林管理、展示管理及び樹
木園・薬草園・花木園の管理

○

△ 4.50 △ 109,844
青森県子ども家庭支援セン
ター業務

指定管理者制度の導入 ○

臓器移植コーディネーター設
置運営業務

臓器移植に関する普及啓発及び臓器
提供発生時業務の実施

○

○
青森県立自然ふれあいセン
ター管理運営業務

指定管理者制度の導入（※）

△ 3.00 △ 64,144
青森県白神山地ビジターセン
ター管理運営業務

指定管理者制度の導入 ○

△ 4.00 △ 85,056
青森県男女共同参画センター
管理運営業務

指定管理者制度の導入 ○

△ 7.00 △ 107,759
青森県自治研修所の研修実
施業務

基本研修、専門研修の実施 ○

平成18年度～平成21年
度の行政コスト削減

類型 業務量 経費等

№
業 務 名 民 間 委 託 の 業 務 の 内 容

実施予定年度
(平成)

４　業務別実施計画（民間委託）

（単位：業務量は人工、経費等は千円）

青森県立美術館窓口サービス
業務【新規業務】

入館者の受付、入館料の徴収 ○ △ 15.46 △ 50,800

計量器の定期検査業務 計量器の定期検査（一部）の実施 ○ △ 0.24 6,304

青森県立美術館守衛等業務
【新規業務】

庁舎の警備（２４時間）、清掃、公用車
の運転、除雪

○ △ 14.73 △ 146,272

青森県立美術館企画展示運
営業務【新規業務】

企画展及び芸術プログラムの企画立
案及び実施運営

○ △ 2.75 △ 7,323

総務事務センター（仮称）労働
者派遣業務【新規業務】

給与及び旅費の支給業務等に係る
データ入力、集計等

○ △ 92.00 △ 1,734,400
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18 19 20 21

平成18年度～平成21年
度の行政コスト削減

類型 業務量 経費等

№
業 務 名 民 間 委 託 の 業 務 の 内 容

実施予定年度
(平成)

教 － 16

3 － ⑥

教 － 17

3 － ⑥

警 － 5

3 － ⑥

県 － 4

3 － ①

教 － 18

4 － ①

注１　青森県立自然ふれあいセンターについては、地元自治体への無償譲渡が実現しなかった場合に、指定管理者制度を
　　導入する。

注３　業務量及び経費等は、実施段階において変動する場合がある。

合 計 21 件 △ 155.34 △ 2,552,085

△ 1.69 △ 20,108

2 2 1

2

16

拡充計 2 件

△ 0.10 △ 1,316
こども郷土芸能フェスタ２１の企
画運営業務

こども郷土芸能フェスタ２１に係る参加
者の記念品、昼食、送迎バスの手配

○

△ 1.59 △ 18,792道路台帳等整備業務
道路台帳の調製・保管及び交付税基
礎数値等各種資料の作成

○

△ 153.65 △ 2,531,97714 2 2 1新規計 19 件

養護学校の給食調理業務
（１校）

養護学校の給食の調理及び提供
（１校）

県立学校の暖房ボイラー運転
業務（２校）

県立学校の暖房ボイラーの運転
（２校）

△ 2.00 △ 54,656

○ △ 1.00 △ 1,911

○

放置違法駐車車両の確認業
務

放置違法駐車車両の確認 ○ △ 1.23 △ 82,382

注２　平成18年４月１日の組織改正に伴い委託業務の所管部局等について見直ししている。
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（２）既に実施している民間委託の見直し（拡充を伴わないもの）

18 19 20 21

総 － 6

5 － ①

環 － 9

5 － ①

健 － 19

5 － ①

健 － 20

5 － ①

健 － 21

5 － ①

健 － 22

5 － ①

健 － 23

5 － ①

商 － 8

5 － ①

商 － 9

5 － ①

農 － 11

5 － ①

県 － 5

3 － ③

県 － 6

3 － ④

県 － 7

3 － ⑤

県 － 8

3 － ⑤

県 － 9

5 － ①

県 － 10

5 － ①

県 － 11

5 － ①

県 － 12

5 － ①

県 － 13

5 － ①

県 － 14

5 － ①

△ 38,345

実施予定年度
(平成)

（単位：経費等は千円）

平成18年度～平成21
年度の行政コスト削減

類型

△ 105,005

№

青森県立三沢航空科学館管
理運営業務

指定管理者制度の導入 ○

業 務 名 見 直 し の 内 容

青森県十二湖エコ・ミュージア
ムセンター管理運営業務

指定管理者制度の導入 ○

青森県県民福祉プラザ管理
運営業務

指定管理者制度の導入 ○ △ 55,540

青森県視覚障害者情報セン
ター管理運営業務

指定管理者制度の導入 ○ △ 67,956

青森県聴覚障害者情報セン
ター管理運営業務

指定管理者制度の導入 ○ △ 18,848

青森県立はまなす学園管理
運営業務

指定管理者制度の導入 ○ △ 137,048

青森県身体障害者福祉セン
ターねむのき会館管理運営業
務

指定管理者制度の導入 ○ △ 48,396

青森県駐留軍従業員等健康
福祉センター管理運営業務

指定管理者制度の導入 ○

青森県酪農振興センター管理
運営業務

指定管理者制度の導入 ○ △ 36,044

用地交渉業務
県が施行する事業に供する用地の取
得交渉

○ △ 27,051

工事現場監督業務
建設工事の現場における施工及び進
行管理についての監督

○ △ 26,700

青森空港管理業務
青森空港に係る警備、植栽管理、諸
調査、空港施設・設備等の保守・点
検、除雪等

○ △ 3,951

河川管理施設（樋門、樋管
等）管理業務

樋門、樋管、潮止堰、分水門等の操
作・管理業務について他の業務との
一体化等

○ △ 4,732

港湾施設等管理業務
港湾区域内の除雪、清掃、接岸給
水、上屋運営等について一体的な委
託等

○ △ 10,383

△ 837,094

馬淵川流域下水道管理業務 指定管理者制度の導入 ○ △ 256,942

岩木川流域下水道管理業務

○

指定管理者制度の導入 ○

△ 88,564

青森県営駐車場管理運営業
務

指定管理者制度の導入 ○

十和田湖特定環境保全公共
下水道管理業務

指定管理者制度の導入

青森県営柳町駐車場管理運
営業務

指定管理者制度の導入 ○

△ 20,880
県営浅虫水族館管理運営業
務

指定管理者制度の導入 ○
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18 19 20 21

実施予定年度
(平成) 平成18年度～平成21

年度の行政コスト削減
類型

№
業 務 名 見 直 し の 内 容

県 － 15

5 － ①

県 － 16

5 － ①

教 － 19

5 － ①

教 － 20

5 － ①

教 － 21

5 － ①

教 － 22

5 － ①

注２　業務量及び経費等は、実施段階において変動する場合がある。

△ 116,124

県営住宅管理業務 指定管理者制度の導入

○特定公共賃貸住宅管理業務 指定管理者制度の導入

○

△ 210,843
新青森県総合運動公園（運動
施設等）管理運営業務（宮田）

指定管理者制度の導入 ○

○ △ 149,322

青森県営スケート場管理運営
業務

指定管理者制度の導入 ○ △ 61,394

青森県総合運動公園（運動施
設等）管理運営業務（安田）

指定管理者制度の導入

22 4

青森県武道館管理運営業務 指定管理者制度の導入 ○

注１　平成18年４月１日の組織改正に伴い委託業務の所管部局等について見直ししている。

△ 2,413,975

△ 92,813

計 26 件
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（３）新規（拡充）の民間委託の検討

18 19 20 21

総 － 7

3 － ⑥

企 － 3

5 － ①

企 － 4

6 － ①

環 － 10

3 － ④

農 － 12

3 － ③

出 － 1

6 － ①

出 － 2

6 － ①

教 － 23

1 － ⑤

警 － 6

1 － ⑤

№
業 務 名 検 討 の 内 容

実施目標年度
(平成)

類型

○給食調理業務
　公の施設等における調理、食事の提供について民間委
託等の方向で検討する。

パートナーシップセンター運営
業務【新規業務】

　県民と県のパートナーシップによる地域づくりを推進する
ためパートナーシップセンターを設置し、開設日や時間帯
の拡大による県民サービスの向上を図るとともに運営業務
を委託し、運営コストの低減化を図る。

○

○

電子申請等汎用受付システム
運用業務【新規業務】

　インターネットを利用して行政手続を実施する「汎用受付
システム」は、２４時間稼働するとともに個人情報等重要な
情報を扱うことから、専門業者にシステム運用を委託するこ
とで、セキュリティ対策の確保と運用コストの低減化を図る。

○

交通事故相談所運営業務
　交通事故の被害者に対する相談業務等について包括的
な委託を検討する。

○用地交渉業務
　県が施行する事業に供する用地の取得交渉業務につい
て、県土整備部における検討を踏まえ、包括的な委託を検
討する。

○
県有財産管理システム構築業
務【新規業務】

　庁内各課からの財産の取得・増減報告を処理し、財産の
決算を集計する業務に関し、現行システム（昭和６０年～）
の問題点を解消すべく、新たな処理システムを構築するに
当たっての委託の範囲、方法等について検討する。

物品電子調達システム構築業
務【新規業務】

　今後の電子入札システムを開発するに当たっての委託の
範囲、方法等について検討する。

○

青森県立図書館の閲覧・貸出
等業務

図書館資料の閲覧・貸出及び情報提供等の業務委託

警察本部受付業務 警察本部来庁者の案内及び宅配便の受領

○

○

新規計 9 件 2 4 3

拡充計 0 件

合 計 9 件 2 4 3
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（１）民営化等の実施

18 19 20 21

注　業務量及び経費等は、実施段階において変動する場合がある。

（２）民営化等の検討

５　業務別実施計画（民営化等）

（単位：業務量は人工、経費等は千円）

№ 業 務 名 民 営 化 等 の 事 業 の 内 容
実施予定年度
(平成)

知的障害者援護施設等の運営 ○

平成18年度～21年度
の行政コスト削減

業務量 経費等

△ 77.35 △ 805,063健 － 24
青森県知的障害者総合福祉
センターなつどまり管理運営
事業

健 － 25
青森県立八甲学園管理運営
事業

知的障害児施設の運営 ○ △ 56.34 △ 639,730

健 － 26
青森県立安生園管理運営事
業

養護老人ホームの運営 ○ △ 31.34 △ 263,461

△ 2.00 △ 13,094県 － 17
建築確認及び中間・完了検査
事業

件

○
　建築基準法に基づく民間の指定確
認検査機関制度の活用による建築確
認及び中間・完了検査の実施

　　（該当なし）

△ 167.03 △ 1,721,3483 1計 4
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（参考）業務類型別の状況（民間委託）

（１）実績（平成１６年度・平成１７年度）

業務量 経費等
16年度 17年度 （人工） （千円）

新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規
拡 充 1 1 △ 2.34 △ 10,459
計 1 1 △ 2.34 △ 10,459

新 規
拡 充
計

1 1 △ 2.34 △ 10,459
新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規 1 2 3 △ 0.19 △ 1,701
拡 充
計 1 2 3 △ 0.19 △ 1,701

新 規
拡 充
計

1 2 3 △ 0.19 △ 1,701
新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

１

業 務 類 型 区 分

各 実 施 年 度 に お け る
行 政 コ ス ト 削 減 ・ 計

実施等件数（件）

実施年度（平成）
計

　定型的な
もの

①　データ
入力・集
計・管理
業務

②　調査・
統計業務

③　啓発業
務

実施

見 直 し

検討

計

実施

見 直 し

検討

計

実施

見 直 し

検討

計

④財産管理
業務

実施

見 直 し

検討

計

⑤　窓口
サービス
業務

実施

見 直 し

検討

計

⑥　免許試
験等の実
施・資格
登録・免
許証等の
交付業務

実施

見 直 し

検討

計

⑦　収納・
給付・融
資業務

実施

見 直 し

検討

計
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業務量 経費等
16年度 17年度 （人工） （千円）

業 務 類 型 区 分

各 実 施 年 度 に お け る
行 政 コ ス ト 削 減 ・ 計

実施等件数（件）

実施年度（平成）
計

新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規 1 2 3 △ 0.19 △ 1,701
拡 充 1 1 △ 2.34 △ 10,459
計 2 2 4 △ 2.53 △ 12,160

新 規
拡 充
計

2 2 4 △ 2.53 △ 12,160
新 規
拡 充
計

1 1 △ 9
新 規
拡 充
計

1 1 △ 9
新 規
拡 充 1 1 △ 0.60 △ 5,577
計 1 1 △ 0.60 △ 5,577

新 規
拡 充
計

1 1 △ 0.60 △ 5,577
新 規
拡 充 1 1 △ 0.60 △ 5,577
計 1 1 △ 0.60 △ 5,577

1 1 △ 9
新 規
拡 充
計

1 1 2 △ 0.60 △ 5,586
新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規
拡 充 1 1 △ 5.50 △ 3,940
計 1 1 △ 5.50 △ 3,940

新 規
拡 充
計

1 1 △ 5.50 △ 3,940

②　検査・
試験・分
析・測定
業務

実施

見 直 し

検討

計

実施

見 直 し

検討

計

　
　専門的な
知識、技
術、設備等
を必要とす
るもの

①　設計・
測量・地
質等調査
業務

実施

見 直 し

検討

計

実施

見 直 し

検討

計

実施

見 直 し

検討

計

　業務の形
態が時期的
に集中する
など、常時
一定の職員
を配置する
必要のない
臨時的なも
の

①　展示会
等の開催
業務

②　その他
臨時的業
務

計

計

実施

見 直 し

検討

計

⑧　その他
定型的業
務

実施

見 直 し

検討

計

３

２
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業務量 経費等
16年度 17年度 （人工） （千円）

業 務 類 型 区 分

各 実 施 年 度 に お け る
行 政 コ ス ト 削 減 ・ 計

実施等件数（件）

実施年度（平成）
計

新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規 1 1 2 △ 10.20 △ 54,418
拡 充 1 1 △ 1.80 △ 4,390
計 2 1 3 △ 12.00 △ 58,808

新 規
拡 充
計

2 1 3 △ 12.00 △ 58,808
新 規 1 1 △ 1.00 △ 3,879
拡 充
計 1 1 △ 1.00 △ 3,879

新 規
拡 充
計

1 1 △ 1.00 △ 3,879
新 規 5 2 7 △ 10.02 △ 55,294
拡 充
計 5 2 7 △ 10.02 △ 55,294

1 1 △ 2,561
新 規
拡 充
計

5 3 8 △ 10.02 △ 57,855
新 規 6 4 10 △ 21.22 △ 113,591
拡 充 2 2 △ 7.30 △ 8,330
計 8 4 12 △ 28.52 △ 121,921

1 1 △ 2,561
新 規
拡 充
計

8 5 13 △ 28.52 △ 124,482
新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規 3 3 △ 2.20 △ 12,439
拡 充 1 1 △ 0.31 △ 595
計 4 4 △ 2.51 △ 13,034

新 規
拡 充
計

4 4 △ 2.51 △ 13,034

実施

見 直 し

検討

計

実施

見 直 し

検討

計

　各種イベ
ント、研修
会、講習会
などにおい
て民間委託
により効果
的な運営が
期待できる
もの

①　イベン
ト等の企
画・運営
業務

②　研修
会・講習
会の企
画・運営
業務

計

実施

見 直 し

検討

計

⑥　その他
専門的・
現業的業
務

実施

見 直 し

検討

計

⑤　保安点
検・維持
補修業務

実施

見 直 し

検討

計

④　技術指
導・相
談・訓
練・監督
業務

実施

見 直 し

検討

計

③　用地買
収業務

実施

見 直 し

検討

計

４
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業務量 経費等
16年度 17年度 （人工） （千円）

業 務 類 型 区 分

各 実 施 年 度 に お け る
行 政 コ ス ト 削 減 ・ 計

実施等件数（件）

実施年度（平成）
計

新 規 3 3 △ 2.20 △ 12,439
拡 充 1 1 △ 0.31 △ 595
計 4 4 △ 2.51 △ 13,034

新 規
拡 充
計

4 4 △ 2.51 △ 13,034
新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規 7 2 9 △ 32.40 △ 24,967
拡 充
計 7 2 9 △ 32.40 △ 24,967

5 7 12 △ 70,374
新 規
拡 充
計

12 9 21 △ 32.40 △ 95,341
新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規 7 2 9 △ 32.40 △ 24,967
拡 充
計 7 2 9 △ 32.40 △ 24,967

5 7 12 △ 70,374
新 規
拡 充
計

12 9 21 △ 32.40 △ 95,341
新 規
拡 充 3 3 △ 0.19 △ 6,645
計 3 3 △ 0.19 △ 6,645

1 1 △ 485
新 規
拡 充
計

4 4 △ 0.19 △ 7,130
新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

実施

見 直 し

検討

計

実施

見 直 し

検討

計

　高度の専
門的知識、
技術等を要
し、技術革
新の進歩が
早く、民間
の専門的な
知識、技
術、節地等
の活用が期
待できるも
の

①　システ
ム開発・
維持管理
業務

②　調査・
試験・研
究業務

実施

見 直 し

検討

計

実施

見 直 し

検討

計

実施

見 直 し

検討

計

実施

見 直 し

検討

計

　公共施設
の管理運営
など民間の
自主性発揮
により弾力
的・効果的
な運営が期
待できるも
の

①　公共施
設等管理
運営業務

②　庁舎等
維持管理
業務

③　公用車
等管理業
務

計

計

実施

見 直 し

検討

計

６

５
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業務量 経費等
16年度 17年度 （人工） （千円）

業 務 類 型 区 分

各 実 施 年 度 に お け る
行 政 コ ス ト 削 減 ・ 計

実施等件数（件）

実施年度（平成）
計

新 規
拡 充 3 3 △ 0.19 △ 6,645
計 3 3 △ 0.19 △ 6,645

1 1 △ 485
新 規
拡 充
計

4 4 △ 0.19 △ 7,130
新 規 1 2 3 △ 0.30 △ 4,107
拡 充
計 1 2 3 △ 0.30 △ 4,107

新 規
拡 充
計

1 2 3 △ 0.30 △ 4,107
新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規
拡 充
計

新 規 1 2 3 △ 0.30 △ 4,107
拡 充
計 1 2 3 △ 0.30 △ 4,107

新 規
拡 充
計

1 2 3 △ 0.30 △ 4,107
新 規 18 10 28 △ 56.31 △ 156,805
拡 充 7 1 8 △ 10.74 △ 31,606
計 25 11 36 △ 67.05 △ 188,411

7 8 15 △ 73,429
新 規
拡 充
計

32 19 51 △ 67.05 △ 261,840

合 計

実施

見 直 し

検討

計

検討

計

実施

見 直 し

検討

計

計

実施

見 直 し

実施

見 直 し

検討

計

実施

見 直 し

検討

計

実施

見 直 し

検討

計

７ 　その他同
種業務を
行っている
民間の事業
主体が多い
ものなど民
間委託によ
り効率的・
効果的な執
行が期待で
きるもの

①　広報
紙・番組
の制作業
務

②　職員研
修業務

③　福利厚
生業務

④　その他

計

実施

見 直 し

検討

計
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（２）実施計画（平成１８年度～平成２１年度）

業務量 経費等
18年度 19年度 20年度 21年度 （人工） （千円）

新規 1 1 2 △ 92.53 △ 1,738,765
拡充
計 1 1 2 △ 92.53 △ 1,738,765

新規
拡充
計

1 1 2 △ 92.53 △ 1,738,765
新規 1 1 △ 0.31 △ 69
拡充
計 1 1 △ 0.31 △ 69

新規
拡充
計

1 1 △ 0.31 △ 69
新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規 1 1 △ 15.46 △ 50,800
拡充
計 1 1 △ 15.46 △ 50,800

新規 1 1 2
拡充
計 1 1 2

1 1 1 3 △ 15.46 △ 50,800
新規 1 1 △ 0.24 6,304
拡充
計 1 1 △ 0.24 6,304

新規
拡充
計

1 1 △ 0.24 6,304
新規
拡充
計

新規
拡充
計

１ 　定型的
なもの

　収納・
給付・融
資業務

⑦
実
施

見 直 し

検
討

計

実
施

見 直 し

検
討

計

　免許試
験等の実
施・資格
登録・免
許証等の
交付業務

⑥

実
施

見 直 し

検
討

計

　窓口
サービス
業務

⑤

実
施

見 直 し

検
討

計

財産管理
業務

④

実
施

見 直 し

検
討

計

　啓発業
務

③

実
施

見 直 し

検
討

計

　調査・
統計業務

②

実
施

見 直 し

検
討

計

　データ
入力・集
計・管理
業務

①

業 務 類 型 区 分
計　　　画　　　件　　　数　（件）

平成18年度～平成21年度の
行 政 コ ス ト 削 減

実　施　予　定　年　度（平成）
計
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業務量 経費等
18年度 19年度 20年度 21年度 （人工） （千円）

業 務 類 型 区 分
計　　　画　　　件　　　数　（件）

平成18年度～平成21年度の
行 政 コ ス ト 削 減

実　施　予　定　年　度（平成）
計

新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規 4 1 5 △ 108.54 △ 1,783,330
拡充
計 4 1 5 △ 108.54 △ 1,783,330

新規 1 1 2
拡充
計 1 1 2

4 1 1 1 7 △ 108.54 △ 1,783,330
新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規
拡充 1 1 △ 1.59 △ 18,792
計 1 1 △ 1.59 △ 18,792

新規
拡充
計

1 1 △ 1.59 △ 18,792
新規
拡充
計

新規
拡充
計

２

３

検
討

計

　業務の
形態が時
期的に集
中するな
ど、常時
一定の職
員を配置
する必要
のない臨
時的なも
の

計

検
討

計

　展示会
等の開催
業務

①
実
施

見 直 し

実
施

見 直 し

検
討

検
討

計

　その他
定型的業
務

計

実
施

　
　専門的
な知識、
技術、設
備等を必
要とする
もの

実
施

見 直 し

検
討

計

　検査・
試験・分
析・測定
業務

②

①

実
施

見 直 し

検
討

計

　その他
臨時的業
務

②

実
施

　設計・
測量・地
質等調査
業務

見 直 し

検
討

計

計

⑧

見 直 し

実
施

見 直 し
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業務量 経費等
18年度 19年度 20年度 21年度 （人工） （千円）

業 務 類 型 区 分
計　　　画　　　件　　　数　（件）

平成18年度～平成21年度の
行 政 コ ス ト 削 減

実　施　予　定　年　度（平成）
計

新規
拡充
計

1 1 △ 27,051
新規 1 1
拡充
計 1 1

1 1 2 △ 27,051
新規 1 1
拡充
計 1 1

1 1 △ 26,700
新規 1 1
拡充
計 1 1

2 1 3 △ 26,700
新規
拡充
計

1 1 2 △ 8,683
新規
拡充
計

1 1 2 △ 8,683
新規 4 1 1 6 △ 21.86 △ 338,725
拡充
計 4 1 1 6 △ 21.86 △ 338,725

新規 1 1
拡充
計 1 1

4 2 1 7 △ 21.86 △ 338,725
新規 4 1 1 1 7 △ 21.86 △ 338,725
拡充 1 1 △ 1.59 △ 18,792
計 5 1 1 1 8 △ 23.45 △ 357,517

1 3 4 △ 62,434
新規 3 3
拡充
計 3 3

6 4 4 1 15 △ 23.45 △ 419,951
新規 1 1 △ 2.75 △ 7,323
拡充 1 1 △ 0.10 △ 1,316
計 2 2 △ 2.85 △ 8,639

新規
拡充
計

2 2 △ 2.85 △ 8,639
新規 2 2 △ 6.50 △ 145,640
拡充
計 2 2 △ 6.50 △ 145,640

新規
拡充
計

2 2 △ 6.50 △ 145,640

４

計

実
施

見 直 し

検
討

計

①

　研修
会・講習
会の企
画・運営
業務

実
施

見 直 し

検
討

計

　イベン
ト等の企
画・運営
業務

実
施

見 直 し

検
討

計

　各種イ
ベント、
研修会、
講習会な
どにおい
て民間委
託により
効果的な
運営が期
待できる
もの

　その他
専門的・
現業的業
務

実
施

見 直 し

検
討

計

⑥

②

実
施

見 直 し

検
討

実
施

見 直 し

検
討

計

　技術指
導・相
談・訓
練・監督
業務

④

計

　保安点
検・維持
補修業務

⑤

実
施

見 直 し

検
討

計

　用地買
収業務

③
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業務量 経費等
18年度 19年度 20年度 21年度 （人工） （千円）

業 務 類 型 区 分
計　　　画　　　件　　　数　（件）

平成18年度～平成21年度の
行 政 コ ス ト 削 減

実　施　予　定　年　度（平成）
計

新規 3 3 △ 9.25 △ 152,963
拡充 1 1 △ 0.10 △ 1,316
計 4 4 △ 9.35 △ 154,279

新規
拡充
計

4 4 △ 9.35 △ 154,279
新規 2 1 3 △ 7.00 △ 149,200
拡充
計 2 1 3 △ 7.00 △ 149,200

21 1 22 △ 2,351,541
新規 1 1
拡充
計 1 1

23 2 1 26 △ 7.00 △ 2,500,741
新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規 2 1 3 △ 7.00 △ 149,200
拡充
計 2 1 3 △ 7.00 △ 149,200

21 1 22 △ 2,351,541
新規 1 1
拡充
計 1 1

23 2 1 26 △ 7.00 △ 2,500,741
新規
拡充
計

新規 1 2 3
拡充
計 1 2 3

1 2 3
新規
拡充
計

新規
拡充
計

５

６

実
施

見 直 し

検
討

計

計

実
施

見 直 し

検
討

計

実
施

見 直 し

検
討

計

　高度の
専門的知
識、技術
等を要
し、技術
革新の進
歩が早
く、民間
の専門的
な知識、
技術、節
地等の活
用が期待
できるも
の

　システ
ム開発・
維持管理
業務

①

　調査・
試験・研
究業務

②

実
施

見 直 し

検
討

計

　公共施
設の管理
運営など
民間の自
主性発揮
により弾
力的・効
果的な運
営が期待
できるも
の

　庁舎等
維持管理
業務

②

　公用車
等管理業
務

計

　公共施
設等管理
運営業務

①

検
討

計

③
実
施

見 直 し

検
討

計

実
施

見 直 し

検
討

計

実
施

見 直 し
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業務量 経費等
18年度 19年度 20年度 21年度 （人工） （千円）

業 務 類 型 区 分
計　　　画　　　件　　　数　（件）

平成18年度～平成21年度の
行 政 コ ス ト 削 減

実　施　予　定　年　度（平成）
計

新規
拡充
計

新規 1 2 3
拡充
計 1 2 3

1 2 3
新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規 1 1 △ 7.00 △ 107,759
拡充
計 1 1 △ 7.00 △ 107,759

新規
拡充
計

1 1 △ 7.00 △ 107,759
新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規
拡充
計

新規 1 1 △ 7.00 △ 107,759
拡充
計 1 1 △ 7.00 △ 107,759

新規
拡充
計

1 1 △ 7.00 △ 107,759

７

計

計

実
施

見 直 し

検
討

計

　その他

計

実
施

実
施

見 直 し

検
討

計

④

　その他
同種業務
を行って
いる民間
の事業主
体が多い
ものなど
民間委託
により効
率的・効
果的な執
行が期待
できるも
の

　福利厚
生業務

③

検
討

　職員研
修業務

実
施

見 直 し

検
討

計

見 直 し

検
討

計

実
施

②

見 直 し

見 直 し

検
討

計

①　広報
紙・番組
の制作業
務

実
施
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業務量 経費等
18年度 19年度 20年度 21年度 （人工） （千円）

業 務 類 型 区 分
計　　　画　　　件　　　数　（件）

平成18年度～平成21年度の
行 政 コ ス ト 削 減

実　施　予　定　年　度（平成）
計

新規 14 2 2 1 19 △ 153.65 △ 2,531,977
拡充 2 2 △ 1.69 △ 20,108
計 16 2 2 1 21 △ 155.34 △ 2,552,085

22 4 26 △ 2,413,975
新規 2 4 3 9
拡充
計 2 4 3 9

38 8 6 4 56 △ 155.34 △ 4,966,060

実
施

見 直 し

検
討

計

合 計
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